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無料体験で始める働き方改革
感染症対策・テレワークご支援 関連ツール

給与明細Web化 在宅勤務者にも明細配信！No.1

封入作業
必要なし！

印刷の手間
必要なし！給与ソフトからのデータをWeb給金帳Cloudにて読み込むだけ。

従業員はメールに通知されたURLにアクセスすると、
自分の明細書を確認できます。必要な人は各自印刷することもでき、

紙のコストと工数削減を実現します。

・従業員のメールアドレスが必要となります。
・無料トライアルは50人迄。PC・スマートフォン所有者が対象となります。

PCA限定
3ケ月無料

ご準備いただくこと

社会保険電子申請 ハローワーク行かずに手続き完了！No.2

従業員情報
手入力なし！

窓口に並ぶ
必要なし！資格取得届、賞与支払い届、離職証明書…etc

従来およそ半日を要した社会保険・労働保険行政手続き業務が
およそ3分で手続き完了！対応帳票は100種類以上。

一部はPCからの電子申請も可能に。
年末調整Web化や入社手続きのWeb化についてもご相談承っております。

・連携可能な給与ソフト 従業員情報を自動転記します。
(PCA給与DXクラウドであればボタンひとつで簡単連携！)

1ケ月無料

ご準備いただくこと

帳票発行のWeb化 自宅からの請求書送付を可能に！No.3

紙・郵送費
コスト削減！

締め日前の
負担軽減！紙で発行している請求書、納品書などの帳票のデータを

取り込むだけで「発送作業」を代わりに行ってくれるクラウドサービス。
発送方法は、WEBからのダウンロード、メール添付、FAXと

任意のものを選択することができるので、
取引先のニーズに合わせた柔軟な対応が可能です。

・販売管理システムからの帳票データ(PDF推奨/CSV可)
・送付先担当者のメールアドレスが必要となります。

1週間無料

ご準備いただくこと

〒102-8171   千代⽥区富⼠⾒1-2-21 PCAビル TEL:03-5211-2700  7
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奉行クラウドでできること

インターネットに接続さえできれば、自宅

のパソコンからアクセスできる！在宅で

も通常業務を行うことができます。

いつでも・どこからでもクラウド上で申

請や承認ができるようになる！押印リ

レーや上長の帰社待ちがなくなります。

領収書や請求書なども、スマートフォン

などで読み取ってデータを

添付！原本を必要とせずに会計処理が

行えます。

できること その１ できること その２ できること その３

実は、 “したくてもできない”と思われがちなバックオフィス業務でも、クラウドサービスを

利用すれば、簡単かつスピーディーに在宅勤務やテレワークを実施できるようになるんです！

テレワークに伴う勤怠管理もOBCにお任せください！

テレワークしたいけど、
オフィスにいないと
できない業務が多すぎる‥

<総務・経理担当必読‼>
テレワーク×奉⾏クラウド

こんなお悩みありませんか？？
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業務プロセス（6つの業務プロセスに分類）

顧客対応
販売支援

決済・債権債務
資金回収管理

調達・供給
在庫・物流

業種固有ﾌﾟﾛｾｽ
会計・財務
資産・経営

総務・人事
給与・労務

★B類型は赤枠内から4つ以上＋賃上げ要件

★A類型は赤枠内から１つ以上

<号外‼>
IT導⼊補助⾦2020情報

IT導⼊補助⾦（サービス等⽣産性向上IT導入支援事業）

補助対象経費区
分 ソフトウェア費、導入関連費

補助率 １／２以内

類型及び補助下
限額・上限額

A類型：３０万円〜１５０万円未満
B類型：１５０万円〜４５０万円

交付申請期間
2020年5月11⽇（⽉）〜2020年12月末まで
第⼀回締め切り⽇：5月29⽇（⾦）17：00
※スケジュールについてはずれる可能性が御座います。

A類型申請条件 ・赤枠から最低1つ以上の業務プロセスを選択
・賃上げ要件は加点項目

B類型申請条件
・赤枠から最低4つ以上の業務プロセスを選択
・賃上げ要件は必須
（小規模事業者、公定価格事業者の場合は加点）

■奉⾏クラウド

■奉⾏クラウドEdge

■奉⾏11シリーズ

補助⾦対象の奉⾏シリーズ

など

など

など

2019年12月13日にIT導⼊補助⾦を含む補正案が閣議決定されました‼

※1）昨年度と同様に、ITツールは、事前に事務局の承認された付随したソフトウェア製品、クラウドサービスなどで付随したオプションや
役務も補助⾦対象となる予定です。

※2）賃上げ要件において、申請時点で従業員に計画を表明していない場合、または、計画がいずれか未達の場合は、
補助⾦の全部または⼀部の返還が求められます。

※3）賃上げ要件は、B類型でも、小規模事業者①及び取引価格が公的に定められている取引が大宗を占めると想定される事業者
②は加点要件となります。
①常時雇用する従業員20人以下の企業。ただし、商業（卸売業・小売業）・サービス業は従業員5人以下の企業
②事業者例： 保健医療機関、保険薬局、介護サービス事業者、社会福祉法⼈、更⽣保護法⼈、学校等

ITツール（ソフトウェア・クラウドサービス）

<賃上げ要件＞（A類型では加点項目、B類型では必須条件）

事業計画期間（3年間）において、

①給与支給総額※を年率平均1.5%以上
増加させる計画

②事業場内最低賃⾦を地域別最低賃⾦
＋30円以上の水準とする計画

を⾏い、申請時点で従業員に表明していること
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なら解決できます！

「Web会議はどれも同じ」
と思っていませんか？

品質の高さが評価され、導入実績 5,000社 以上

独自技術による安定した通信1

CDレベルのクリアな音質2

マニュアル不要の簡単操作3

1ライセンス月額3,000円の定額制4

⾼品質なのに低価格！⽉額 ¥3,000/IDの定額制

⾳が途切れる・遅延する
音質が悪い 操作が難しい

■5ライセンスご契約時の年間お⽀払い例
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会議だけじゃない！ LiveOnのご利⽤シーン
研修・セミナー配信1 各種イベント2 遠隔相談・医療3

・経費、時間の削減
・研修業務の効率化

商談現場との接続4 現場との連絡ツール5 BCP対策6

・コミュニケーションの活性化
・社外へのアピール

・専門スタッフによる対応
・効率的な⼈員配置

・商談のスピードアップ
・成約率のアップ

・迅速な情報共有
・的確な指示伝達

・緊急時の事業継続
・事業の早期復旧

様々なシーンに対応！便利な機能を多数搭載

資料共有 ホワイトボード 録音録画

招待機能動画配信 ⾃動整列モード など多数

追加費⽤なし！外出先や現場からも接続が可能
スマートフォン・タブレット対応
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世界と比較した日本のオフィス市場 07

多くの企業は東京や大阪など大都市圏の
都心部に本社を構えています。従来の事
業のあり⽅を考えると取引相⼿との距離
感や人材の確保、さらにはブランドイメ
ージなどのメリットが優先されてきたた
め、企業が都市部に集中する傾向が続い
てきました。

しかし、ここに来てそれとは逆の動きが
⾒られるようになっています。⼤都市の
都心に本社を持つ企業が、サテライトオ
フィスと呼ばれる拠点を地方に設ける事
例が増えてきているのです。
今回はそんな地方のオフィス市場につい
て特集いたします。

PICK UP TREND
地方オフィス特集

1

PICK UP OFFICE

【札幌・仙台エリア】

空室率：約1.7%
平均賃料：約10,500円

札幌エリアの空室率は6ヶ月連続で低下しています。
平均推定成約賃料は約10,500円と5ヶ月ぶりに減少
しています。高額物件中心に成約が相次いだことが
要因とみられ、依然オフィスニーズは高く品薄感は
継続しています。

札幌エリア

仙台エリアの空室率は4ヶ月連続で上昇しています。
平均推定成約賃料は約10,600円と3ヶ月連続で上昇
しています。二次空室による新規募集が相次いだことが
要因とみられます。依然オフィスニーズは堅調に推移
しており今後も低⽔準の空室が続く⾒通しです。

仙台エリア 空室率：約2.1％
平均賃料：約10,600円

サテライトとは、本社や支社といった企業の拠点を核としつつ、その周りをまるで衛星のように存在してい
るオフィスのことをサテライトオフィスといいます。コミュニケーションや交通面でのデメリットはあります
がこれらは５Gの普及とともに、IOTの導入に克服することができます。
対してメリットとしては「地方創生、経済活性化、人材確保の促進大規模災害やパンデミック等のリスク軽減
ワークライフバランスの改善、勤務地で仕事や会社を選べる」などのメリットがあります。

ではそんなサテライトオフィスを開設するにあたって、地⽅の市況はどうでしょうか？
以下からは地⽅の市況をお伝えします！

サテライトオフィスとは？
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PICK UP OFFICE

【名古屋・大阪エリア】 名古屋エリアの空室率は
約1.6％と2ヶ月連続で上昇
しました。平均推定成約賃料
は約11,600円と2ヶ月連続で
上昇しています。企業の撤退
や集約等により高額物件の新
規募集が要因です。依然とし
て空室率は低⽔準で推移して
います。

空室率：約1.6%
相場賃料：約11,600円

⼤阪エリアの空室率は約1.5％
と
5ヶ月連続で上昇しました。
平均推定成約賃料は約10,400
円と3ヶ月ぶりに上昇しました
。
淀屋橋・北浜エリアの⾼額物件
の新規募集が要因とみられます
微増傾向にはあるものの、急激
な空室の改善はないと予想され
ます。

空室率：約1.5％
推定成約賃料：約10,400円

名古屋エリア

大阪エリア

3

PICK UP OFFICE

【福岡エリア・まとめ】 福岡エリアの空室率は約1.2％
と4ヶ月連続で低下しました。
平均推定成約賃料は約14,000
円と2ヶ月連続で低下しました
。赤坂・博多エリアの高額物件
の成約が要因とみられます。
再開発エリアの拡大にともない
依然オフィスニーズは高く空室
に対する競争率が激化する⾒通
しです。 空室率：約1.2%

相場賃料：約14,000円

福岡エリア

地方の仕事を地方でするのではなく、ICTを活用して東京
の仕事を地方でするテレワーク。
例えば、夫の転勤に帯同しながら仕事を続けることができ、
自然に囲まれた地方でワークライフバランスを保ちながら活
躍することができます。
こんな新しい働き方を「ふるさとテレワーク」と呼び、

国が積極的に取り組んでいます。地方の拠点として、東京や
大阪の都心部企業が利用できる「サテライトオフィス」を設
置、地方自治体や地元企業が受け入れ体制を構築し企業と地
方が「仕事」でつながる新しい地方創生施策です。

「ふるさとテレワーク」のポイントは、「都心部の仕事」を
地方ですること。つまり、地方オフィスで働く人は、地方に
居ながら「本社の仕事」をする。会社からの転勤辞令で地方
の支社に行き、支社の人に仕事を教えてもらうのではありま
せん。仕事の内容はこれまで通りですが、どうすれば「離れ
ていても、従来通りの仕事ができるのか」、さらに「東京以
上の生産性をどう出すか」。今までに無い挑戦です。
５G化が進む中で、今後を見据えて地方に目を向けてみる

のも良いかもしれません。

地方オフィスに目を向けよう

当社はオフィスのコンサルティングを通じ、企業戦略やブランディングによりお客様の
業務向上を目指しております。
オフィス移転を事務所物件探しからオフィスデザイン、内装工事、オフィス家具手配、
引っ越し、原状回復までワンストップでご提供できることが強みとなっております。
オフィスデザインや事務所移転などオフィス設計で何かお困りの際は、
ぜひフロンティアコンサルティングへお問い合わせください。

Before r
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代表取締役社長 川井 昇

Twitter 展開中！

弊社システムサポート担当が
日々様々な情報をつぶやきます。
ぜひフォローお願いします。

@Stellar_Support

ステラリンク2020年7月号 2020年6月16日発行

#114 INDEX

★ステラリンクのバックナンバーは、
弊社ホームページでご覧いただけます。

https://www.stargp.jp/stellar-link

STELLAR

会社名：ステラグループ株式会社 https://www.stargp.jp/
設 立：1973年7月 資本金：9,500万円 代表者：代表取締役社長 川井 昇

<営業拠点>   
本社オフィス 東京都文京区後楽2丁目3番21号 住友不動産飯田橋ビル11F

TEL: 03-5804-8780
五反田オフィス 東京都品川区西五反田7-25-3 THビル

TEL: 03-6910-4871
立川オフィス 東京都立川市柴崎町2丁目3番6号 第一生命ビル3Ｆ

TEL: 042-525-2146
荻窪オフィス 東京都杉並区上荻1丁目18番13号 文化堂ビル

TEL: 03-6279-9626
神奈川オフィス 神奈川県横浜市中区尾上町6丁目86番1号 関内マークビル2F

TEL: 045-651-7421

facebook

LINK
ライブオフィス見学開催中！

ステラグループのライブオフィスは、メーカーのショールームにはな
い、毎日実際に活用している工夫があります。まさに生きた（LIVE）
オフィスです。

実際に社員が働いているオフィスをご覧いただくことで、移転やレ
イアウト変更をご検討中のお客様はもちろんのこと、お客様のオフィ
スが抱える様々なお悩みの解決にきっと参考にしていただけると考
えています。 ※実施オフィス：本社、立川、神奈川

<事業内容>
●OA機器およびコンピュータ機器の販売とメンテナンス・保守
●ネットワークを含む社内システムの設計・構築・運用管理
●システム開発
●什器備品・消耗品・オフィス家具の販売
●デジタルデータ総合出力サービス・クリエイティブワークの企画・制作
●人材派遣【 （般） 13-01-1334 】・アウトソーシングビジネスホームページ twitter

P 2 KAOIRO
P 6 PCAクラウド
P 8 大臣スマート打刻サービス
P10 KOKUYO Manitto
P12 テレワーク×奉行クラウド
P14 オルフィス×法定調書奉行10 メーリングシステム
P16 LiveOn
P18 PICK UP TREND

お客さま 各位
ステラグループ株式会社 代表取締役社長の川井昇です。

いつも大変お世話になり、誠にありがとうございます。

新型コロナウイルス禍は予断を許さないものの、一定の落ち着きを取り戻しつつ
あるようでございます。
私どもステラグループは引き続き、お客さまのご健康と社員の健康のため、
感染拡大防止のため、万全を期して業務に取り組んでおります。

お客さまにおかれましては、
今後も、感染拡大防止のために様々な対策を講じられることと存じます。
さて今号におきまして、社内における感染拡大防止グッズや
「テレワーク」のお役に立てるツールをご紹介するページを
多数ご用意させていただきました。
詳しいご説明をご希望されるお客さまはぜひ弊社担当者まで
お気軽にご相談くださいますようお願い申しあげます。

最後になりましたが、お客さま皆様方のご健勝を心より祈念申しあげます。


